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吹田市成長産業特別集積区域における成長産業の集積の促進及び国際競

争力の強化に資する事業計画の認定並びに市税の特例に関する条例施行

規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、吹田市成長産業特別集積区域における成長産業の集積の促進及

び国際競争力の強化に資する事業計画の認定並びに市税の特例に関する条例（平

成２５年吹田市条例第６号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、条例の例による。 

（成長産業特別集積区域の区域） 

第３条 条例第２条第１項の規則で定める区域の名称及び区域は、次のとおりとす

る。 

 ⑴ 大阪大学地区 吹田市山田丘 

 ⑵ 国立循環器病研究センター跡地地区 吹田市藤白台５丁目７番 

 ⑶ 北大阪健康医療都市 吹田市岸部新町６番 

（事業計画の提出等） 

第４条 条例第３条第１項の事業計画の提出は、成長産業事業計画認定申請書に次に

掲げる書類を添えて行うものとする。 

⑴ 定款、会則又はこれらに類する書類 

⑵ 大阪府成長産業特別集積区域における成長産業の集積の促進及び国際競争力の

強化に係る成長産業事業計画の認定並びに法人の府民税及び事業税並びに不動産

取得税の課税の特例に関する条例（平成２４年大阪府条例第１２４号。以下「府

条例」という。）第４条第１項の認定を受けた事業計画書の写し 

⑶ 成長産業特別集積区域内において新たに取得する固定資産の図面及び新たに行

う設備投資の内容を確認することができる仕様書等 

⑷ 市内に事務所又は事業所（以下「事務所等」という。）を有する場合にあって

は、条例第３条第１項の認定の申請の日の属する事業年度の前事業年度（以下

「認定申請前事業年度」という。）の末日における市内の事務所等の雇用者（雇

用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第４条第１項に規定する被保険者であっ

て、期間の定めのない労働契約を締結しているものをいう。以下「市内雇用者」

という。）の数を確認することができる書類 

⑸ 市内に事務所等を有する場合にあっては、認定申請前事業年度の末日における

市内の事務所等の従業者（吹田市市税条例（昭和２５年吹田市条例第１２１

号）第１５条の２第１項に規定する従業者をいう。以下同じ。）の数（以下

「市内従業者数」という。）を確認することができる書類 

⑹ 市内に事務所等を有する場合にあっては、認定申請前事業年度の末日における
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市内の事務所等の床面積（以下「市内事務所等床面積」という。）を確認するこ

とができる書類 

⑺ 市税の滞納がないことを証する書類 

２ 市長は、条例第３条第１項の認定をしたときは、成長産業事業計画認定書を交付

するとともに、認定成長産業事業法人の名称及び認定成長産業事業の概要を、イン

ターネットの利用その他の適切な方法により公表するものとする。 

（認定事業計画の変更の届出） 

第５条 府条例第５条第１項の認定成長産業事業計画の変更の認定を受けた認定成長

産業事業法人は、速やかに、事業計画変更認定届により市長に届け出なければなら

ない。 

（認定成長産業事業の開始の届出等） 

第６条 条例第４条の認定成長産業事業の開始の届出は、事業の開始後速やかに、認

定成長産業事業開始届により行うものとする。 

２ 条例第４条の固定資産の供用の開始の届出は、供用の開始後速やかに、認定成長

産業事業用固定資産供用開始届にその内容を確認することができる書類を添えて行

うものとする。 

３ 市長は、条例第４条の確認をしたときは、その旨を前２項の届出書の写しに付記

して返付するものとする。 

（認定成長産業事業の実績の報告） 

第７条 条例第５条第１項の認定成長産業事業の実績の報告は、次に掲げる事項を記

載した認定成長産業事業実績報告書により行うものとする。 

⑴ 成長産業特別集積区域において認定成長産業事業を実施していること。 

⑵ 決定を受けようとする税目ごとの認定成長産業事業割合 

２ 前項の報告書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

⑴ 前項第１号に掲げる事項を証する書類 

⑵ 当該報告に係る事業年度（以下「報告事業年度」という。）の末日における市

内雇用者の数を確認することができる書類 

⑶ 報告事業年度の末日における市内従業者数及び認定成長産業事業に従事する従

業者の数（以下「認定成長産業事業従業者数」という。）を確認することができ

る書類 

⑷ 報告事業年度の末日における市内事務所等床面積及び認定成長産業事業の用に

供する事務所等の床面積（以下「認定成長産業事業用事務所等床面積」とい

う。）を確認することができる書類 

⑸ 風俗営業等を営んでいない旨の申立書 

⑹ その他市長が必要と認める書類 

（市税の特例の適用を受けるための要件） 

第８条 条例第５条第２項の規則で定める要件は、次の各号に掲げる認定成長産業事

業法人の区分に応じ、当該各号に定める要件とする。 
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⑴ 報告事業年度の末日において資本金の額又は出資金の額が１億円以下である認

定成長産業事業法人、同日において中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４

号）第２条第１項各号に掲げるものである認定成長産業事業法人及び同日におい

て会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１号に掲げる会社以外の法人であ

る認定成長産業事業法人 同日における市内雇用者の数が認定申請前事業年度の

末日における市内雇用者の数に比して減少していないこと。 

⑵ 前号に掲げる認定成長産業事業法人以外の認定成長産業事業法人 報告事業年

度の末日における市内雇用者の数が認定申請前事業年度の末日における市内雇用

者の数に比して、次に掲げる認定成長産業事業法人の区分に応じてそれぞれ次に

定める数以上増加していること。 

ア 資本金の額又は出資金の額が１億円を超え、１０億円以下の認定成長産業事

業法人 ５人 

イ 資本金の額又は出資金の額が１０億円を超え、５０億円以下の認定成長産業

事業法人 １０人 

ウ 資本金の額又は出資金の額が５０億円を超える認定成長産業事業法人 ２０

人 

（固定資産の状況の報告） 

第９条 条例第５条第３項の固定資産の状況の報告は、毎年１月８日までに、次に掲

げる事項を記載した認定成長産業事業用固定資産状況報告書により行うものとす

る。 

⑴ 当該報告に係る固定資産を条例第３条第１項の認定を受けた日以後に取得し、

当該取得した日から引き続き所有していること。 

⑵ 当該報告に係る固定資産を認定成長産業事業の用に供した日から引き続きその

用に供していること。 

⑶ 決定を受けようとする認定成長産業事業割合  

２ 前項の報告書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

⑴ 売買契約書の写し、売買代金の領収書の写しその他の当該報告に係る固定資産

の取得の事実を証する書類 

⑵ 土地及び家屋にあっては、登記事項証明書 

⑶ 家屋にあっては、平面図 

⑷ 償却資産にあっては、その名称、種類、価額等を記載した償却資産明細一覧表 

⑸ 風俗営業等を営んでいない旨の申立書 

⑹ その他市長が必要と認める書類 

（認定成長産業事業割合の算定） 

第１０条 法人の市民税及び事業所税の従業者割に係る認定成長産業事業割合は、報

告事業年度の末日における市内従業者数から認定申請前事業年度の末日における市

内従業者数を控除した数（その数が０を下回るときは、０とする。）又は報告事業

年度の末日における認定成長産業事業従業者数のいずれか少ない数を報告事業年度



( 4 ) 

の末日における市内従業者数で除して得た割合とする。 

２ 固定資産税に係る認定成長産業事業割合は、次の各号に掲げる固定資産の区分に

応じ、当該各号に定める割合とする。 

⑴ 土地 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める割合 

ア 家屋の敷地の用に供されている場合 当該家屋の認定成長産業事業の用に供

する部分の床面積を当該家屋の床面積で除して得た割合 

イ 償却資産のみが設置されている場合 認定成長産業事業の用に供する償却資

産が設置されている部分の面積を当該土地の面積で除して得た割合 

ウ ア及びイに掲げる場合以外の場合 ０ 

⑵ 家屋 認定成長産業事業の用に供する部分の床面積を当該家屋の床面積で除し

て得た割合 

⑶ 償却資産 １０分の１０ 

３ 事業所税の資産割に係る認定成長産業事業割合は、報告事業年度の末日における

市内事務所等床面積から認定申請前事業年度の末日における市内事務所等床面積を

控除した面積（その面積が０を下回るときは、０とする。）又は報告事業年度の末

日における認定成長産業事業用事務所等床面積のいずれか少ない面積を報告事業年

度の末日における市内事務所等床面積で除して得た割合とする。 

（認定成長産業事業割合の決定） 

第１１条 市長は、条例第５条第２項又は第４項の決定をしたときは、認定成長産業

事業割合決定書を交付するものとする。 

（認定成長産業事業の譲渡の届出） 

第１２条 府条例第９条第１項の認定成長産業事業の譲渡の認定を受けた認定成長産

業事業法人は、速やかに、認定成長産業事業譲渡認定届により市長に届け出なけれ

ばならない。 

（認定成長産業事業の廃止等の届出） 

第１３条 府条例第１０条第１項の認定成長産業事業の廃止又はその全部の譲渡の届

出をした認定成長産業事業法人は、速やかに、認定成長産業事業廃止等届により市

長に届け出なければならない。 

２ 府条例第１０条第２項の認定成長産業事業の休止又は再開の確認を受けた認定成

長産業事業法人は、速やかに、認定成長産業事業休止届又は認定成長産業事業再開

届により市長に届け出なければならない。 

（申請書等の様式） 

第１４条 この規則に規定する申請書等の様式は、都市魅力部長が定める。 

（委任） 

第１５条 この規則の施行に関し必要な事項は、税務部長及び都市魅力部長が協議し

て定める。 

 

附 則 
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この規則は、公布の日から施行する。 

  附 則 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

  附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

  附 則 

この規則は、令和元年７年１日から施行する。 

 


